
＜個別案件確認表（東京都）＞ 

東京都担当確認年月日      令和 3年 3月 16 日 

東京都作業部会確認年月日  令和 3年 3月 17 日 

 

事業名 会場整備のためのプロジェクト・マネジメント等                

案件名 仮設オーバーレイ等に係るプロジェクトマネジメント業務委託（その４）     

 

確認の視点 東京都の見解 備考 

経費の負担が平成 29

年 5 月 31 日の合意の

考え方に基づくもの

であること 

本件は、仮設等のインフラの整備の一部であるから、都が経費

の一部を負担する理由がある。また負担額については、オリ経

費は都及び都外自治体所有施設分、パラ経費は組織委２：国１：

都１となっており、いずれも合意に基づいている。 

 

事業の執行に当たり、

大会運営を担う組織

委員会が一括して執

行した方が効率的、効

果的であること 

仮設オーバーレイ工事の統合的管理業務であり、当事者たる組

織委が実施するべきである。また、オーバーレイ、仮設等のイ

ンフラ整備の一部であり、組織委が実施することが合意に沿っ

ている。 

 

経費の内容等

が必要性（必要

な内容、機能か

など）、効率性

（適正な規模、

単価かなど）、

納得性（類似の

ものと比較し

て相応かなど）

等の観点から

妥当なもので

あること 

必
要
性 

・本業務において戦略を立案し実行に移すことにより、各会場

の確実な整備を遅滞なく実施することが可能である。 

・各会場を統合管理するとともに、各会場担当ラインの技術面

でのサポートを行い、大規模（世界的イベント）、広域（全国

の会場）、同時実施、複雑（恒設工事や他ＦＡ工事と輻輳等）

な事業を円滑かつ確実に執行するうえでは不可欠な業務で

ある。 

・令和 3年度に各会場の大会前工事の本格化に伴い増大する、

建築基準法への対応、契約変更管理、工事工程進捗の確認等、

専門性を伴う業務へ対応するため、必要な事業である。 

・ＩＯＣからプロジェクトマネジメント業務を発注し、戦略的

に統合管理することを強く要請されている。 

 

効
率
性 

・必要な体制を検討し、効率的かつ柔軟な業務遂行ができるよ

うに計画されている。 

・国交省基準を用いて積算しているため適正である。 

 

納
得
性 

・過去大会（ロンドン）でも同様の業務を行っている。 

・起工額は受託会社職員（最大 45 名）が専任で業務にあたるた

め、必要な費用である。 

・簡素化やコロナ対応など、過年度業務との継続性が必要であ

るため、令和 2年度受託者が引き続き業務を行うことが適当

である。 

 

資料9 



その他経費の内容等

が公費負担の対象と

して適切なものであ

ること 

・現時点では、大会経費の都の枠内であることを確認できない

ため、組織委員会負担とする。 

・委託内容及び金額については、仕様書、内訳書により確認し

ているところであるが、引き続き可能な限りの効率化、精査

を図り、引き続き、経費が最小限のものとなるよう抑制・削

減に取り組むこと。 

・都は大会経費の都の分担額の枠内であることを令和２年度末

に、改めて確認した上で負担することとする。 

 

＊公費負担の対象となるパラリンピック経費に該当するか否かについては、「パラリンピック経

費の基本的な考え方について」に基づき、パラリンピック作業部会において確認するものとす

る。 


